
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

事業主が被保険者資格取得の届出を行わなかったために，雇用保険に未加入とされていた労働者については 

これまでは，被保険者であったことの確認があった日から２年前まで遡って雇用保険の適用が可能でした。 

平成 22 年 10 月１日以後は，そのように雇用保険に未加入とされていた労働者のうち，給与明細等の書類によ 

り雇用保険料を給与から天引きされていたことが判明した者については，２年を超えて，その天引きされてい 

たことが判明した日のうち最も古い日まで遡って雇用保険の適用が可能とされました〔遡及適用期間の改善〕。 

〈例〉被保険者資格の取得の確認があった日の２年前より前に，雇用保険料が給与から天引きされていた日が

あるケース 
 
 

                     
天引き判明 

（最も古い日） 

           ↓       ｜←――― ２年間 ――――｜ 
 雇用保険に未加入

として取扱われる 
   

 △                              ▲ 
就職日       改正後はこの期間も算入        資格取得の確認 

 
１．対象となる労働者（対象となる被保険者） 

平成 22 年 10 月 1 日以降の離職者とします（平成 22 年 10 月 1日以前に離職した者については対象外）  

※在職中でも，要件が揃えば天引きが判明した日のうち最も古い日まで遡って雇用保険が適用されます。 

２．対象となる労働者が行う手続 
２年を超えた期間について，雇用保険料を給与から天引きされていたことを証明できる書類（給与明細， 
源泉徴収票など）をハローワークに持参して，手続を行うことになっています。 
注．遡及適用期間の改善の対象となる労働者を雇用していた事業主について，事業所全体として雇用保 
険料を納付していないことが判明した場合には，雇用保険料の徴収期間の時効である２年経過後もその 
保険料の納付が可能とされ，政府は，事業主に対してその保険料の納付を勧奨することとされました。 

 この保険料のことを「特例納付保険料」といいます。特例納付保険料の額は，本来，事業主が納付すべきで 

あった額の 110％に相当する額とされています。 

このように，雇用保険の加入手続の遅延があった場合，事業主は，本来納付すべきであった保険料よりも 

高額の特例納付保険料の納付を勧奨されることがあります。結局は損をすることになりますので，加入手続 

は適切に行うようにしましょう。 
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雇用保険加入手続漏れの是正が2年以上可能となりました トピックス 

被保険者期間に算入 

労働者が雇用されていた期間 



 

 
 

平成 23 年分の所得税の改正のうち、扶養控除等の主な変更点についてピックアップしてみました。 

こども手当の支給が始まり、高校の学費が無償化されたことなどにより、扶養控除の対象者が大幅に 

改正されています。平成 23 年 1 月からの給与計算の際の所得税の源泉徴収額に影響する箇所となり 

ますのでご注意ください。ご不明な点があれば、つちはし事務所までお問い合わせください。 
 

 扶養控除等の改正    
 

＊扶養親族の定義 

扶養親族とは、その年の 12月 31 日の現況で、次の 4つの要件のすべてに当てはまる人です。 

① 配偶者以外の親族（6親等内の血族及び 3親等内の姻族をいいます）又は都道府県知事から 
養育を委託された児童（いわゆる里子）や市長村長から養護を委託された老人であること。 

② 納税者と生計を一にしていること。 
③ 年間の合計所得金額が 38万円以下であること。 
④ 青色申告者の事業専従者としてその年を通じて一度も給与の支払を受けていないこと、又は 

白色申告者の事業専従者でないこと。 

 

平成 23 年分からの改正内容 

○ 子ども手当の支給が開始されたことにより、 

一般の扶養親族のうち、年齢が 16 歳未満の人に対する扶養控除（38 万円）が廃止されました。 

○ 高校の学費無償化の開始により 

特定扶養親族のうち、年齢が 16 歳以上 19 歳未満の人に対する扶養控除について、上乗せ部分 

（25 万円）が廃止され、扶養控除の額が 38 万円とされました。 

○ 上記の扶養控除の改正に伴い、扶養親族が同居の特別障害者である場合の障害者控除の額が 

40 万円から 75 万円に引き上げられています。 

【平成 23 年分からの扶養控除の内容】 

 

区分 控除額 

一般の控除対象扶養親族（扶養親族のうち年齢 16 歳以上の人） 38 万円 

特定扶養親族（控除対象扶養親族のうち年齢が 19 歳以上 23 歳未満の人） 63 万円 

同居老親等以外の者 48 万円 老人扶養親族 

（70 歳以上の人） 同居老親等 58 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行：つちはし社会保険労務士事務所 TEL 088-611-5558 FAX 088-611-5580 

トピックス 23 年分所得税の改正点：扶養親族の範囲が大幅改正 

あとがき◆ つちはし事務所より 

１． 雇用保険は、今年の４月から改正され、短時間労働者でも週 20 時間以上で、1 ヵ月以上の雇用の見込

みがあれば、加入しなければいけなくなっています。また、今年 10 月からは最大 2年しかできなかった、 

さかのぼり加入が、保険料の天引きがされていることを条件に、2 年以上のさかのぼり適用が出来ること 

になりました。労働者には朗報ですが、逆に事業主は本来より高額の保険料を納付しなければいけない

羽目になることもあるので、加入は適正にお願いいたします。 

２． 11月に入ると年末調整の準備が始まります。今月お知らせした、控除対象扶養親族の変更は平成23年

分の所得税の改正点ですので、今年の年末調整には関係しません。お間違えのないようお願いします。

今年の年末調整では、認定長期優良住宅の新築等をして、平成２１年６月４日から平成２５年１２月３１

日までの間に自己の居住の用に供した場合の、住宅借入金等特別控除の特例が創設されています。 

 


